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1. はじめに 

国土地理院では，従前から途上国に対しての技術協力を行っているが，政府の「インフラシステム

輸出戦略」，第 3 期の「地理空間情報活用推進基本計画」，国土交通省の「インフラ海外展開について

の行動計画」，内閣府が設置した「宇宙システム海外展開タスクフォース」及び内閣官房の地理空間情

報活用推進会議での議論を踏まえ，高精度測位社会の海外展開に向けた活動を近年精力的に実施して

いる．ASEAN 地域，特に，タイ，ミャンマーでの電子基準点網の構築を支援する技術協力の形成・実

施に向け，従前から実施していた国際協力機構（JICA）研修員の受入れ，相手国政府関係者の来訪対

応，専門家等の派遣等を行い，これら業務を効率的かつ効果的に実施するための検討を行っている． 

 

2. 技術協力の形成・実施 

各国の世界測地系の導入や電子基準点網の整備状況を把握することを目的とし，JICA 研修員からの

聞き取りやインターネット等による情報収集，また平成 28 年度構築したウェブ会議システムを利用

した相手国等とのウェブ会議を行った．ASEAN 地域における，技術協力の形成・実施に関する近年の

主な取組を表-1 に，各国の電子基準点整備状況を表-2 に示す． 

 

表-1 近年の主な取組み 

タイ 

◆ 平成 27 年 2 月  日タイ首脳会談で電子基準点網導入協力に合意 
◆ 平成 28 年 5 月～ 国土交通省から専門家を派遣 
◆ 平成 29 年 6 月  タイ科学技術省と国土交通省が電子基準点網の整備に 

関する協力覚書締結 
◆ 平成 29 年 12 月 電子基準点セミナー実施（国土交通省主催） 
◆ 平成 30 年 3 月   国土地理院にタイの実務者招聘 

ミャンマー 
◆ 平成 29 年 3 月  衛星利用セミナー 
◆ 平成 29 年 10 月～ヤンゴンマッピングプロジェクト 

ベトナム 

◆ 平成 27 年 3 月  地図・測量分野での協力覚書締結 
（ベトナム測量局と国土地理院） 

◆ 平成 28 年 7 月  ベトナム測量局長訪日 
◆ 平成 30 年 2 月  ベトナム測量局から国土地理院に実務者招聘 

カンボジア 
◆ 平成 29 年 1 月   カンボジア国土整備・都市化・建設省と国土交通省が 

地図・測量分野での協力覚書締結 
◆ 平成 30 年 2 月   測量局から国土地理院に実務者招聘 

ラオス ◆ 平成 30 年 2 月   地理・地籍総局から国土地理院に実務者招聘 

 

 表-1 に示すとおり，特にタイ，ミャンマーでは継続して電子基準点網構築に向けた協力を行ってい

る．タイでは，平成 29 年 6 月に国土交通省とタイ科学技術省との協力覚書を締結，同年 12 月にタイ・
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バンコク市内にて電子基準点網構築セミナーを実施した．また，平成 28 年度から継続して専門家の派

遣を行い，平成 30 年 3 月には実務者を招聘し電子基準点網の運用に関する研修を行った．ミャンマ

ーでは，ヤンゴン管区の地形図整備及び電子基準点のパイロット設置を目的とした JICA による「ヤ

ンゴンマッピングプロジェクト」が平成 29 年 10 月に開始し，国土地理院でも JICA 調査団に職員を

派遣するなど，当該技術協力に積極的に参画した．

その他，カンボジア，ラオス，ベトナムの 3 カ国に対し，平成 30 年 2 月に測量担当部局の実務者を

招聘し，我が国における電子基準点網と地理空間情報活用推進に関する技術と経験を紹介するととも

に，今後の協力案件形成に向けた意見交換を行ったほか，我が国の民間企業とのセミナーや，Ｇ空間

情報センターの視察も行い，我が国のＧ空間情報活用状況を海外に発信した．

今回の招聘を通じて得た各国の地理空間情報分野での動向は以下のとおりである（セミナー時の各

国の発表資料等による）．

カンボジア： 過去に整備した NSDI（国土空間データ基盤）マスタープランに基づく NSDI 整備

を進めたい意向があるが進捗が遅れている．また，韓国の支援により平成 21 年に設

置した電子基準点 3 点は，諸事情により上手く運用されていない．

ラオス  ： 平成 31 年までに 53 点の電子基準点を設置予定であり，23 点は設置場所の選定済

みうち 9 点は設置が完了している．測量法のドラフト作成中．  

ベトナム ： 平成 30 年 6 月頃に測量・地図法が成立予定で，その中で NSDI についても規定．

電子基準点については，65 点の設置に向けた手続を進めている．  

また，ASEAN 地域以外のバングラデシュでも，電子基準点網構築に向けた案件形成が進んでおり，

JICA による調査が進められている．国土地理院も，調査団に職員を派遣するなど積極的に参画した． 

表-2 各国の電子基準点整備状況 

CORS※網構築の発展段階 
世界測地系 
導入状況 

国名 

CORS 未設置（または試験的導入） 未 ミャンマー，カンボジア

CORS 網の整備中（部分導入，整備の初
期段階） 

未 タイ，ベトナム，フィリピン，ラオス

CORS 網の整備中（100 点以上の進捗） 済 インドネシア

全国的な CORS 網を整備済 済 マレーシア，シンガポール，ブルネイ

インターネット等の情報収集による．
※CORS：電子基準点（Continuously Operating Reference Station）

3. JICA 課題別研修の実施

技術協力の形成の取組とあわせ，平成 29 年度は JICA 課題別研修として次の 2 コースを実施した．

「国家基準点管理の効率化と利活用コース」（研修期間：6 月 27 日～8 月 4 日）は，6 カ国（バングラ

デシュ，ブータン，ヨルダン，ニジェール，フィリピン，ジンバブエ）8 名が受講し，神戸にて開催さ

れた IAG 総会の技術セミナーへも参加している．「国家測量事業計画・管理コース」（研修期間：8 月

22 日～12 月 15 日）は，8 カ国（アルバニア，バングラデシュ，ブータン，ブルキナファソ，ジブチ，

エチオピア，タジキスタン，ジンバブエ）10 名が受講した．これら研修では，研修員とのテーマの検

討，レポートのディスカッション，技術的なアドバイスを行うとともに，各研修員が国の内情を加味

した活用事例をまとめ，国土地理院において発表会を行っている．
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4. まとめ 

国土地理院では，電子基準点網等の本邦の優れた地理空間情報技術を海外に展開するための検討を

実施し，技術協力の形成のための取組を継続して行っている．地理空間情報活用推進基本計画におけ

るシンボルプロジェクトとして電子基準点網の海外展開に引き続き進めていきたい． 

 

-4-



-5-



 

 

平成 29 年度公共測量に関する課題の調査検討業務 
 

 

実施期間 平成 29 年度 

企画部技術管理課 

企画部 

企画部測量指導課 

橋本 栄治 

倉田 一郎 

水越 博子  原 慎一郎 

 

1. はじめに 

これまで公共測量に関する課題の調査検討業務では，公共測量作業規程の準則（平成 20 年国土交通省告

示第 413 号．以下「準則」という．）で規定されている標準的な作業方法や観測精度などについて，最新の

測量技術の動向などを反映させるため，見直しの調査検討を行ってきた．平成 29 年度の本業務では，スマ

ート・サーベイ・プロジェクトの成果のひとつで平成 29 年 2 月に改正された「GNSS 測量による標高の測

量マニュアル」（以下「GNSS 水準測量マニュアル」という．）と総合技術開発プロジェクト（国土交通省）

「高度な国土管理のための複数の衛星測位システム（マルチ GNSS）による高精度測位技術の開発」（平成

23-26 年度）の成果のひとつで平成 29 年 4 月に改正された「マルチ GNSS 測量マニュアル（案）―近代化 

GPS，Galileo 等の活用―」（以下「マルチ GNSS 測量マニュアル」という．）の 2 つのマニュアルを準則に

盛り込むための調査検討を実施した．さらに，例年では準則の記述について，測量業の担当者のみで問題

点等を整理してきたが，本業務では測量業以外の設計・建設業の担当者も含め，理解しにくい箇所等も選

定し整理を行った．  

 

2. 調査検討の概要 

本業務では，以下の 3 点の課題についての調査検討を実施した． 

・GNSS 水準測量マニュアルを準則に盛り込むための調査検討課題 

・マルチ GNSS 測量マニュアルを準則に盛り込むための調査検討課題 

・準則の記載内容に関する問題点等の選定と整理に関する課題 

2.1 GNSS 水準測量マニュアルを準則に盛り込むための調査検討課題 

GNSS 水準測量マニュアルを適用した公共測量は，すでに年間 30 件ほどの実績がある．そこで，GNSS

を用いた水準測量について，要求精度を確保しつつ作業効率の向上を図れるか評価するため，以下に示す

緩和した観測条件等で実証観測を行い検証した． 

2.1.1 基線解析時間の短縮（観測時間の緩和） 

GNSS 水準測量マニュアルで規定されている観測時間を 5 時間以上から 4 時間に短縮し，精度確保でき

るか実証観測を実施する． 

2.1.2 観測距離の短い基線を含む場合の基線解析（観測距離の緩和） 

短い基線で水準点の設置を行いたいとのニーズに対応するため，GNSS 水準測量マニュアルで規定され

ている水準点間距離を 6km 以上から 1～3km に短縮し，GNSS 水準測量と直接水準測量を比較する精度検

証を実施する．その他の観測方法は，現行の規定のままとする．  

2.1.3 点検計算方法 

GNSS 水準測量マニュアルで規定されている点検方法は，座標系が決定された時期の元期（2011 年）楕

円体高の閉合差で点検することとなっているが，この点検では定常の地殻変動の影響を受ける可能性があ
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るため，本業務の検討でその影響を受けない今期（観測年）楕円体高の閉合差を用いた方がより適切では

ないかと意見があった．元期と今期の補正を国土地理院が提供している定常的な地殻変動の補正量計算（以

下「セミ・ダイナミック補正」という．）を用いて行い，双方の楕円体高の閉合差の点検を比較検証する．  

2.1.4 GNSS 水準測量マニュアルを準則に盛り込むための実証観測 

実証観測は，伊豆地方（伊東市，伊豆市）において図-1 に示す観測点（0001～0006）で実施した．具体

的には，観測点の GNSS 水準測量と近傍の水準点からの直接水準測量を実施し，その結果を比較した． 

 

 

図-1 GNSS 水準測量実証観測地域 

 

2.2 マルチ GNSS 測量マニュアルを準則に盛り込むための調査検討課題 

マルチ GNSS 測量マニュアルは，複数の衛星測位システムの衛星が発する測位信号を複数種類の受信機

で観測することを規定したものである．マルチ GNSS 測量マニュアルを準則に盛り込む際の検証として，

公共測量での実績が少ないため，本業務で実証観測と解析を行うことによる精度確認が必要であった．準

則との整合性，必要な精度の確保，作業効率の向上等について，以下に示す実証観測及び各受信機メーカ

ーの最新解析ソフトウェア（以下「メーカーソフトウェア」という．）の対応状況の確認を行った． 

2.2.1 L5 帯を含む基線解析の混合処理における精度評価及びメーカーソフトウェアの対応状況 

混合処理とは以下の条件で位相差解析を行い，得られた解を混合して基線解析を行う処理と定義してい

る． 

①複数の衛星測位システムを用いる． 

②各衛星測位システムからは 2 衛星以上を使用する． 

③位相差解析は，同一衛星測位システムごとに行う． 

現在，準則で使用することを規定している周波数は L1，L2 帯であり，規定されていない L5 帯の周波数
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を含めた 3 周波の混合処理による基線解析（以下「3 周波解析」という．）を実施する． 

Galileo 衛星は他の衛星測位システムと異なり L2 帯が搭載されておらず，L1 帯と E5 帯（GPS 等の L5 帯

とほぼ同じ周波数であるため，以下「L5 帯」という．）の 2 つの周波数で構成されている．Galileo 衛星は，

2016 年 12 月に運用を開始したが初期サービスであったため利用可能な衛星数が少なかったことと，準則

が規定する 2 周波の基線解析に必要な L2 帯の搭載がなかったことから，使用を規定していなかった． 

本業務では，使用可能な Galileo 衛星の数も増加し，3 周波解析（Galileo は，L1 帯と L5 帯の 2 周波解析）

に対応するメーカーソフトウェアも登場したことから対応状況について確認する．  

さらに，公共測量では電子基準点を既知点とすることを想定していることから，メーカーソフトウェア

の異なる受信機での基線解析の可否について確認する． 

2.2.2 統合処理における精度評価 

統合処理とは，同じ衛星測位システム内で利用可能な衛星数が 1 衛星しかない場合であっても，異なる

衛星測位システムの衛星の組合せで位相差解析を可能とする処理のことで，マルチ GNSS 測量マニュアル

で適用可能であることを規定している． 

統合処理では，受信機のメーカーの違い，同一メーカーでも型番の違いまたはファームウェアの違いに

より，解析結果に生じる固有の差（受信機ハードウェアバイアス（以下「ISB」という．））を推定し，補正

する必要がある．この ISB の推定値は，観測作業の前に，単一のアンテナで受信した電波を分配器に通し

て異なる受信機で同時に取得し，解析することで求める． 

本業務では，この ISB の推定作業の簡略化を目的とし，本来個別に推定が必要な ISB の推定値について

擬似的に作った ISB の補正値が使えるのではないかという想定のもと，別のアンテナ，受信機及びファー

ムウェアでの基線解析に適用可能か検証する．統合処理の検証には，国土地理院が作成した解析ソフトウ

ェアの GSILIB を使用する． 

2.2.3 「マルチ GNSS 測量マニュアル」を準則に盛り込むための実証観測 

2.2.1 及び 2.2.2 の評価のための実証観測は観測点（つくば市春日）及び長距離基線の既知点として電子

基準点阿見（点間距離約 11km），守谷（同約 19km），下館（同約 25km）を，短距離基線の既知点として電

子基準点つくば 3（同約 2km）を使用して実施した． 

 

 

図-2 観測点配置図 

 

電子基準点つくば３ 
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2.3 準則の記載内容に関する問題点等の選定と整理に関する課題 

準則や各種公共測量用マニュアルについては，国土交通省が推進している i-Construction により，これま

で主に利用されてきた測量業だけでなく設計や建設業等にも活用されている．これにより，測量業以外の

方から内容の記述が専門的過ぎて理解しにくい等のご指摘があり，平易な記述への変更のニーズが高まっ

た．これらに対応するため，準則の記載内容に関する問題点を測量業者以外の団体からも広く収集し整理

する． 

 

3. 得られた成果と今後の課題 

本業務の調査検討により得られた成果と今後の課題は，次のとおりである． 

3.1 GNSS 水準測量マニュアルを準則に盛り込むための調査検討の成果と今後の課題 

実証観測・解析の結果から以下の課題や改善点が明らかになった． 

3.1.1 基線解析時間の短縮（観測時間の緩和） 

GNSS 水準測量マニュアルでは，観測時間は 5 時間以上と規定している．この観測時間を 1 時間短縮さ

せ 4 時間の観測で解析したところ，規定する精度を確保できた．しかし，この結果は限られた観測回数に

よる解析であるため，マニュアルの改定や準則に盛り込むには，観測地域や時間帯などのサンプル数が不

十分であった．今後，多くの観測地域でのサンプル数が揃えば，観測時間の緩和は実現する可能性が高い． 

3.1.2 観測距離の短い基線を含む場合の基線解析（観測距離の緩和） 

直接水準測量による標高は比高差を直接計測して求めているのに対し，GNSS 水準測量による標高は衛

星から送信される電波の周波数の位相差を解析し求めた楕円体高とジオイドモデルから求めたジオイド高

の差により求められる． 

観測距離の緩和については，短い基線が含まれていても GNSS 水準測量マニュアルが規定する方法によ

る場合と新点標高に大きな差がないことを期待していたが，一部の新点において直接水準測量による標高

との較差が約 6cm と大きく乖離した点があった．較差の要因については，観測地域が海岸に近く，ジオイ

ドが複雑な形状をしていることが影響していると推測されるが，特定が難しく明確な結論は得られなかっ

た． 

本業務では，観測距離の緩和に対する実証実験の結果が得られない地域が存在することから，現状のマ

ニュアルは変更せずに準則へ盛り込むことが適切である． 

3.1.3 点検計算 

点検計算は，GNSS 水準測量マニュアルにおいて，既知点間の各路線で元期楕円体高の閉合差で行うこ

とが規定されているが，この方法では定常の地殻変動の影響を受ける可能性があるため，元期を基準とし

た場合と今期を基準とした場合それぞれについて比較検証を行った． 

マニュアルの方法すなわち成果表の標高にジオイド高を加えて得られる既知点間の元期楕円体高の差と

各基線ベクトルの楕円体比高を用いる方法では，残差が大きく出る傾向があり，許容範囲の超過も 1 か所

確認された．一方，今期の楕円体高を用いる方法の方が残差は少ない傾向で，定常的な地殻変動の影響を

除けることが確認できた． 

このように，今期の楕円体高の差と各基線ベクトルの楕円体比高の合計との較差による方法を点検計算

に用いるよう規定することが適切と考えるが，複数の地域でさらに検証が必要である． 

3.2 マルチ GNSS 測量マニュアルを準則に盛り込むための調査検討の結果と今後の課題 

実証観測・解析の結果から以下の課題や改善点が明らかになった． 
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3.2.1 L5 帯を含む基線解析の混合処理における精度評価及びメーカーソフトウェアの対応状況の結果 

長距離の基線解析で異なる GNSS アンテナを組み合わせて解析する場合は，各周波数に対応する「アン

テナの位相中心の補正」（以下「PCV 補正」という．）が必要である．現在の PCV 補正は，L1 帯と L2 帯の

2 周波数のみに対応している．この PCV 補正値を代用し L5 帯を含めて解析を行った場合でも，ある程度

正確な結果が得られることが「高度な国土管理のための複数の衛星測位システム（マルチ GNSS）による高

精度測位技術の開発」の研究で報告されている． 

混合処理の L5 帯を含めた 3 周波解析の基線解析の検証で，上記で述べた 2 周波数の PCV 補正を用いて

解析を試みたが，全てのメーカーソフトウェアで正しく適用できなかった．また L1 帯のみを使用した 1 周

波解析の基線解析で良好な結果を得た異なる受信機とメーカーソフトウェアの組み合わせで，3 周波解析

に 2 周波数の PCV 補正を用いて計算してみたが正しく適用できなかった． 

さらに，Galileo 衛星を含む場合の混合処理による基線解析の検証として長距離の基線（検定基線端点と

電子基準点阿見（点間距離約 11km），守谷（同約 19km），下館（同約 25km））で行うはずであった．しか

し，受信機メーカー毎で採用しているデータの記録方式の違いや，取り込み後のデータに差があることな

どが原因で，異なる受信機による基線解析の精度評価はできなかった． 

なお，検定基線端点と電子基準点つくば 3 の短距離(2km)の基線において，GPS，QZSS 及び GLONASS

に Galileo を加えた 1 周波基線解析を行ったところ，全てのメーカーソフトウェアにおいて 4mm 以内で整

合し，良好な結果を得た． 

本業務では L5 帯を含めた解析の精度検証まで至らなかったため，準則に盛り込むには，PCV 補正等の

動向の調査を続けながら，再度，検討検証の必要がある．また，安定した精度の測量成果を得るためには，

このような機械差がそもそも生じないような受信機開発が望ましい． 

3.2.2 統合処理における精度評価の結果 

過去の ISB の推定値を算出するため，2014 年 9 月 13 日の観測データから擬似的な補正テーブルを作成

した．ISB 補正量の差を 0mm，5mm，10mm，15mm と仮定し，過去の観測データで解析し確認したところ，

計算は可能であることを確認した．この補正テーブルを実証観測の検定基線端点と電子基準点阿見の基線

に使用し解析を実施した結果，FIX 率や補正量が全て同じ値となった．代用した ISB 値が実測の値から大

きく逸脱しているため，正常に ISB 補正テーブルが適用されなかったことが原因と推察する． 

擬似的に作成した ISB の推定値では基線解析に適用されず，正常な解析結果を得ることができなかった．

このため，統合処理を用いた解析の準則への反映は時期尚早である．  

3.3 準則の記載内容に関する問題点等の選定と整理の成果と今後の課題 

準則の記述について，日本測量調査技術協会を通して測量業 80 社，全国建設業協会を通して 6 社，日本

建設機械施工協会を通して 20 社及び建設コンサルタンツ協会を通して 20 社から意見を収集した．また，

調査検討委員会の委員からも意見を収集した．問題点等の意見の総数は 181 件が収集され，3 区分で集計

し結果をとりまとめた（表-1 参照）． 

収集された意見の中で対応可能なものについて条文改正素案を作成した．条文改正素案等で対応できな

かった意見は，今後検討を進める． 
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表-1 準則の記載内容についての問題点等の件数 

 

区分 件数（件） 割合（％） 

（Ａ）準則の全体的な構成，新技術の取り入れ方の見直しが必要な事項 3 2 

（Ｂ）用語の統一，作業方法の検討や誤差の許容範囲，精度の見直し等，

広い範囲での検討や検証実験・検証解析等が必要な事項 
152 84 

（Ｃ）誤字・脱字，簡単な用語の定義の追加等が必要な事項 26 14 

合計 181 100 
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平成 29 年度地理情報標準に関する調査検討業務 
 

 

実施期間 平成 29 年度 

企画部技術管理課 小野垣 亨子   早坂 寿人 

高野 和友 

 

1. はじめに 

地理空間情報の利活用を推進するためには，異なるシステム間でのデータの互換性や品質の確保の

ための標準化が不可欠である．国際的な取組として，国際標準化機構（以下「ISO」という．）の地理

情報に関する専門委員会（以下｢ISO/TC 211｣という．）においてデータの定義，構造，品質及び記録方

法等を定めた国際規格が策定されている． 

国土地理院では，その国際規格及びそれに準拠した日本工業規格（以下「JIS」という．）の中から

必要な部分を取り出して体系化した「地理情報標準プロファイル」（以下｢JPGIS｣という．）を平成 11

年度に官民共同研究により作成し，その後，国際規格及び国内規格との整合を保つため調査・検討を

行いながら随時更新している． 

平成 29 年度は，ISO/TC 211 及び JIS に関する動向調査に加え，近年の他分野での三次元データ活用

の動向を踏まえた JPGIS の三次元化に向けた調査及び課題整理を行い，それらの結果を報告書に取り

まとめた． 

 

2. ISO/TC 211 及び JIS に関する動向 

ISO/TC 211 については，その活動状況，検討中の規格の内容，関連する委員会や関係団体の動向に

ついて調査した．ISO/TC 211 の議長・幹事国がノルウェーからスウェーデンに交代して初めての総会

となった第 44 回総会がスウェーデン（ストックホルム市）にて，続く第 45 回総会がニュージランド

（ウエリントン市）にて開催されたが，幹事国の移行は順調であった．規格の主要な動向としては，

ISO 19107（空間スキーマ）の改正が最終国際企画案（FDIS）まで進み，平成 30 年度中の発行が見込

まれるほか，メタデータに関する規格が IS 発行準備段階となったことがあげられる．また，ISO 6709

（座標による地理的位置の標準的表記法）の改正について，日本がプロジェクトリーダー及びエディ

ターを務めるなどの動きがあった．近年発展の著しい ITS（Intelligent Transport Systems）分野や，BIM

（Building Information Modeling）分野など他分野との情報交換等の動きも確認されており，今後も継

続的に動向を把握していく． 

 JIS 規格については，動向を概観した．定期的見直しが 2 件（JIS X 7123（被覆の幾何及び関数のた

めのスキーマ）及び JIS X 7197（SVG に基づく地図の表現及びサービス））あったほかは，大きな動

きはなかった． 

 

3. JPGIS 三次元化に向けた調査及び課題整理 

3.1 JPGIS 三次元化に向けた引用規格に関する調査 

 これまでは，地理空間情報の分野では一般に二次元の図形を扱うことを目的としていたため， ISO 

19107 及び JIS X 7107（空間スキーマ）では三次元表現が規定されている一方で，JPGIS では簡単のた

め二次元に限定していた．近年，i-Construction，BIM/CIM，ITS 等の分野で三次元地理空間情報の利活

用が進む中，三次元地理空間情報を様々な分野間で共有するために共通基盤の整備が必要とされてい
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る．そこで，基盤的な三次元地理空間情報の整備に向けて，JPGIS で三次元の地理空間情報を扱える

よう，二次元に限定された記述の特定及び三次元に対応させるための方法等について調査を行った． 

JPGIS の空間スキーマプロファイルでは，零次元（点：GM_Point），一次元（曲線：GM_Curve）及

び二次元（曲面：GM_Surface）の幾何オブジェクトと，これらの記述に必要となる要素のみを JIS X7107

（空間スキーマ）からプロファイルしている．また，地物の内容と構造を記述する応用スキーマを作

成するための規則においても，空間スキーマプロファイルに定義した二次元までのオブジェクトを空

間属性の型として使用することを規定している．以上二点が JPGIS における二次元に限定した記述で

ある． 

 一方，JPGIS では座標参照系は二次元に限定していないため，（緯度，経度，標高）あるいは（X，

Y，Z）といった三次元の座標を記述できる．これにより地形や部屋などを三次元的に表現することが

可能である（いわゆる 2.5 次元）．ただし，視覚的な形状を三次元で表現しているだけで，内部空間は

オブジェクトになっていない．そのため，それ自身を用いて体積を求めることや内部・外部の判断を

するような操作や演算を行えない．なお，JPGIS では，「空間スキーマプロファイル拡張及び制限のた

めの規則」として，JIS X 7107 で規定する範囲内であれば，空間スキーマプロファイルを拡張するこ

とを許容している． 

 以上から，現行の JPGIS を三次元の空間データに対応させるための工程及び課題を整理すると以下

のとおりとなる． 

① 空間スキーマプロファイルを拡張する（JIS X 7107 に規定された三次元の幾何オブジェクト

及びその記述に必要となるその他の要素を追加する）．ところで，JIS X 7107 では，UML ク

ラス図において，GM_Solid とそのコンストラクタとなる GM_SolidBoundary との関係が明示

されていない．そのため，関係の記述という課題がある．なお，現在改正中の ISO 19107 は

オブジェクトソースに基づいた区別をせず，boundary type は必要ないと改正されていること

から，現在改正中の ISO 19107 へ対応によっても，GM_Solid とそのコンストラクタとなる

GM_SolidBoundary との関係が明示されない問題は解決できる．そのため，この規格の反映の

検討も課題である．また，現在改正中の ISO 19107 は空間スキーマのステレオタイプをイン

ターフェースとしたことにより，クラスの仕組みを持たない JavaScript 等でも実装ができる

ようになるほか，データについて，XML はじめ，Well-Known Text，JSON（JavaScript Object 

Notation）での提供も可能となる点群についても規定されている．利活用推進の観点からも導

入の検討が課題であると考えられる． 

② 空間スキーマプロファイルの拡張に伴い，応用スキーマのための規則も三次元の幾何オブジ

ェクトを空間属性として使用できるよう拡張する． 

③ 符号化仕様に関して，すでに GML には三次元幾何オブジェクトに対応した要素が定義され

ており，JPGIS に反映する必要がある． 

④ 空間スキーマプロファイルでは，幾何と対になる位相オブジェクトも定義しており，対称性

の観点から位相オブジェクトの三次元化の要否が検討課題である． 

⑤ ISO 19136-2:2015（GML - 第 2 部：拡張されたスキーマ及び符号化規則）では TIN（不規則三

角網）や線形参照などの要素を利用できるようになり，タグの階層構造を省略できるコンパ

クト符号化規則が設けられた．読みやすさとデータ量の削減に大きく貢献することから，こ

の規格の JPGIS への反映に関する検討も必要である． 

 

  

-13-



  

  

 

3.2 国内外における三次元データの動向調査 

 国内外の地理情報システム等で使用される三次元地図データについての調査を行った．主に対象と

した機関は，国外では国や市等の行政機関とその出先機関，国内では民間企業である． 

国外は三次元の都市及び景観モデルの記述・管理・交換のためのデータ標準形式である CityGML が

ベースとなって，それにプラスする形で 3D フィーチャーモデル（CAD 系フォーマット）での提供が

行われているケースが複数確認された．それに対して国内では XML ベースはあまり使われず CAD 系

のフォーマットによる提供が多用されていた．ただ，CAD ソフト対応フォーマットは数多く存在する

ため，データ管理やデータ交換が煩雑となりやすいといった問題も指摘されている． 

加えて，GIS ソフトウェアの三次元データへの対応状況の調査を実施した．その結果，XML スキー

マ構造を扱えるソフトウェアは少ないことが確認された．国外の CityGML の利用状況や， i-

Construction 関連で LandXML 等の対応が進むことを考えた場合，XML スキーマを認識してインスタ

ンスを展開できる GIS システムが三次元地理空間情報を様々な分野間で共有するために必要となると

考えられる． 

 

3.3 他分野での三次元データの動向調査 

BIM や ITS 分野等における三次元データの動向把握を行った．本稿では特に i-Construction で取り

扱われている IFC（Industry Foundation Classes: 建設業界でのデータ共有・相互運用を目的とした標準）

を取り上げる．標準化団体の buildingSMART で検討の進む IFC は，建築分野の標準化が先行してお

り，建築物の三次元モデルの国際的な標準仕様である IFC4 が制定され，2013 年に ISO 16739 として

も発行に至っている．IFC4（ISO 16739）は現行での最新の国際標準となっている．現在，IFC4 に橋梁

やトンネルなどの土木構造物を加えた国際的な標準仕様である IFC5 が，次期標準案として 2020 年の

制定を目指して検討が進められており，国内の建設業界でも bSJ（buildingSMART Japan）や JACIC（日

本建設情報総合センター）等を中心として関心が向けられているところである．記述のとおり，ISO/TC 

211 で情報交換の動きがある等関心が深まっており，土木分野の三次元データの標準化は地理情報・

測量との関係が密接であることから，これからも継続的に状況を把握していく． 

 

4. まとめ 

 本年度は，近年話題に事欠かない自動運転に関係した ITS 分野や，国土交通省において推進されて

いる i-Construction 等の動きを踏まえ，主に地理情報分野における三次元の検討を進めるための調査検

討を実施した． 

 地理情報関連の動向調査（ISO/TC 211）では，基礎となる規格の作成の動きは落ち着きを見せてい

るが，BIM，ITS 等他分野との連携の動きが見られている．JPGIS の三次元対応に当たっての課題抽出

では，現行の JPGIS では記述が不足している箇所があること，三次元データの利活用推進の観点から

導入を検討すべき規格があること等の課題が明らかとなった．国内外の動向調査では，主に国外の公

的セクターにおいて，cityGML をベースとしたデータ公開の動きが広がっていることなどが明らかに

なった． 

 現在，建築・土木や ITS などの分野における地理空間情報の標準化の動きは活発であり，三次元化

されていく地理空間情報の活用に向け，今後も引き続き調査・検討を進めていく必要がある． 
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地上レーザ測量マニュアル（案）の実証実験（第 2 年次）

実施期間 平成 28 年度～平成 29 年度

企画部技術管理課

企画部 

橋本 栄治  清水 雅行 

松尾 健一

倉田 一郎

1. はじめに

企画部技術管理課は「地上レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）」（以下「本マニュア

ル」という.）を平成 29 年 3 月に作成した．本マニュアルをより実態に即した規定内容にするため，

「地上レーザスキャナ」（以下「TLS」という．）公共測量へ導入するための研究を行っている金沢工

業大学と共同研究協定を平成 29 年 1 月に締結し，本マニュアルに基づく数値地形図作成に関する精

度検証を行った．

2. 研究内容

本マニュアルの数値地形図の作成工程の精度評価に関する検証を行った．

①後方交会法による観測と測地座標系への変換後の残差の評価

②本マニュアルの規定に従い取得した「三次元点群データから作成された平面図」（以下「三次元点

群平面図」という．）と「TS を用いて作成した平面図」（以下「検証用平面図」という．）の比較

による精度検証

3. 実証実験の概要

実証実験のための観測を実施した場所，機器等は次のとおりである．

①日時及び場所：平成 29 年 10 月 5 日，白山市白峰地区（白峰温泉総湯周辺）図-1 参照

図-1 実証実験範囲図（観測点配置図）

②実証実験範囲：図-1 右図赤枠内，市道交差点より東側 70m，西側 30m，南北 15m の範囲

③観測に使用する機器

FARO 社 FOCUS 350 

性能 範囲誤差：±1mm，測定範囲：0.6m～350m，  

 165 メガピクセルの HD 写真カラーオーバーレイ 
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4. 得られた成果 

設定した各課題についての成果は，次のとおりである． 

①後方交会法による観測と測地座標系への変換後の残差の評価 

TLS の周囲に配点した標定点にターゲットを設置して地上レーザ観測を行った．得られた三次元

点群データを測地座標系に変換し，標定点の座標値との残差を評価した．その結果の残差は全点許

容範囲の 50mm 以内であり，本マニュアルの精度設計が適切であったことの検証結果を得た．精度

管理表の一部抜粋を表-1 に示す． 

 

表-1 後方交会法による観測と測地座標系への変換後の残差の評価（一部抜粋） 

観測点名 標定点名 残差（mm） 観測点名 標定点名 残差（mm） 

SK8 

EX12 2 

EX09 

EX07 6 

EX09 5 EX08 7 

EX10 3 EX10 9 

EX20 4 EX11 10 

 

②三次元点群平面図と検証用平面図の比較及び精度検証 

三次元点群平面図と検証用平面図を重ね合わせたのが図-2 である．ただし，三次元点群平面図が，

作業規程の準則第 80 条で規定する数値地形図データの精度を満たしているかは確認できていない． 

 

 

図-2 三次元点群平面図と検証用平面図との重ね合わせ 

 

5. 今後の課題 

今年度は FARO 社 FOCUS 350 の結果のみであり，今後 RIEGL 社 LMS-Z620，Leica 社 ScanStationC10，

TOPCON 社 GLS-2000 の観測結果の検証を引き続き行う必要がある．また，数値地形図の作成等の検

証の継続と共に，観測した三次元点群データそのものの精度確認の方法や TLS のスポット径の確認方

法の確立などを検討するため，本共同研究を平成 31 年度まで延長する予定である．これらの検証を進

めることで，本マニュアルの汎用性や効率化を確認し，i-Construction 推進の一助としたい． 

 

（検証用に本研究で作成した地図情報レベル 500 の平面図） 
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